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中国最初の本格的な私営企業調査データ（上）

川　井　伸　一

1　私営企業の発展

　1956年に全国範囲での私営工商業企業に対する社会主義改造が実施されて以

降，私的経済セクターは中国大陸からほとんど姿を消すこととなった。経済の

改革：開放が開始されて後ようやく私的経済は復活し，1980年代において行き詰

まりと苦境に直面する国有経済セクターとは対照的に顕著な発展をみせはじめ

た。私的経済セクターは国内資本の個人経営と私営企業および外資系企業

（100％外資，合弁，合作など外国民間資本が参入した企業）から構成される。

本資料に関わる私営企業とは，中国の法規定によれば，「企業資産が個人所有

に属し，被雇用者が8人以上の営利的経済組織を指す」（《私営企業暫定条例》

第2条，1988年公布）。企業資産が示指所有に属しつつも被雇用者が8人未満

の営利的組織の場合は個人経営企業（「個体戸」）とされ区別されている。つま

り，中国の個人経営企業と私営企業の区別は単に被雇用者数が8人以上かそれ

未満かという点にあり，資産の個人所有の点では同じ性格を有している。

　1980年代以降の私営企業の発展過程は以下の四つの時期に分けられる。

第一期（1979－1987年）。改革初期の都市部における大きな政策的課題は都市部

の経済構造の矛盾を早急に解決することであった。すなわち，一つは都市部の

労働力需給構造の矛盾であり，文革期に農村に下放された青年の都市回帰や60

年代のベビーブーム世代の就業可能年齢への成長などを背景に大量の「待業青

年」が発生したために，彼らの就業問題を解決することが差し迫って求められ

たことである。従来の国有部門，集団所有制部門だけでは大規模な就業圧力を
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吸収することがほとんど不可能であったのである。もう一つは，都市部の消費

需給構造の矛盾であり，旧来の計画経済期の工業生産財優先発展政策の結果，

都市の消費財供給が制約され，とりわけ商業・サービス業の立ち遅れが目だっ

ていた。従って，これらの問題を解決するために政府は個人経営企業の規制を

緩和し，待業青年らが自ら事業を興し，商業，修理，飲食，サービス業を経営

し，またはそこに就職することを奨励した。他方，農村においても人民公社の

解体と並行して各農家別生産請負制が普遍的に実施され，その過程で資金を蓄

積した富裕農民が個人企業を経営するに至った。特に個人経営企業のなかで経

営良好な一部の企業は，事業規模を拡大し，次第に雇用者を増やしていき，中

には8人を突破するものも現れた。ただし，この時期は法制造面の整備はいまだ

なされておらず，大型の個人経営企業の名義も「個人経営工商大型企業」「合

作経済組織」「集団所有制企業」などさまざまであった。政府も私営企業を政

策的に承認するかどうか未決定で，事実上私営企業の形成，発展を黙認していた。

　第二期（1988－89年）。法的整備と急速な発展の時期。政府は1987年に至って

私営企業を正式に承認し，翌88年6月に私営企業暫定条例を公布した（施行は

同7月）。私営企業暫定条例では，私営企業の合法的権益を国家は保護するこ

とが明記されたが，同時に私営企業に対するさまざまな規制が加えられた。主

要な規制としては，企業の種類（単独出資企業，共同経営企業［合判企業］，

有限責任会社），設立申請人資格（農民，市・鎮の失業者，個人工商業者，退職

者，離職者，定年退職者など），業種範囲（工業，建築業，交通・運輸業，商業，

飲食業，サービス業，修理業，技術コンサルティング業など，ただし軍事工業，

金融業は禁止対象），設立および廃業における当局の認可主義などである。

　法的承認を得たことと，当時の国内生産の活発化と市況の好調を背景にして，

1988年から私営企業は急増した。私営企業が形成される具体的経路としては主

に二つあり，一つは個人経営経済の発展により一部の個人経営企業が企業規模，

資金投入量，および雇用労働者数を増加させ，私営企業に成長したもので，も

う一つは一芸に秀でた専門的生産に経営経験のある有能な者が資金を調達して
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私営企業を開設したものである。

　第三期（1989－！991）。この時期は全国的な経済引き締め政策の実施による市

況の後退および天安門事件後の政治的引き締めの影響のために，私営経済が伸

び悩んだ時期である。社会の私営経済に対する偏見も一定の影響を与えた。一

部の経営不良，管理の立ち遅れた，あるいは販売不振の私営企業は生存が困難

で，相継いで休業，閉鎖した。全体としてこの期間の登録私営企業数は10万前

後に停滞していた。

　第四期（！992以降一）。1992年春の鄭小平の「南巡講話」（改革開放のいっそ

うの深化加速を呼びかけたもの）および同年秋の党大会における「社会主義市

場経済」の公式採択により，全国経済は活発化し，そのなかで私営企業も再度

急速な発展の時期にはいった。市場経済に即応できる経営体として私営企業は

経済発展を牽引する私的経済セクターの一翼してますます重要な位置を占める

ようになった。

　表は政府当局が認可して以来の登録私営企業の状況をみたものである。

（万，早早）

企業数 従業員数 登録資金 生産額 営業額

1988 4．0

1989 9．1 164 84．5 97．4 38．8

1990 9．8 170．2 95．2 ユ21．8 51．5

199！ 10．7 183．9 123．2 146．6 68

1992 13．9 231．8 221．2 205．1 l13．6

1993 23．8 372．6 680．7 422

1994 43．2 648．4 1447．8

1995 65．5 956．O 2621．7

（1988－1992年は『中国個体私営経済調査一経営・利潤・収入』1993年，

6頁。1993－1994年は『1995－1996年中国社会形勢分析与預測』1996年，
323頁。1995年は『中国統計年鑑1996』，！10頁など。）
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　注意しなければならないのは，表の数字はあくまで政府機関に登録された数

字であることで，この数字は実際の私営企業の状況を必ずしも正しく反映して

いない点である。なぜなら，私営企業主は私営企業として登録することの不利

益を回避するために私営企業以外のさまざまな名義で登録する場合があるから

である。例えば，より社会主義的性格の集団所有制企業として登録したり（「紅

帽子を被る」という），より危険の少ない個人経営企業として登録したり（「小

帽子を被る」），さらには政府の優遇が得られる外資系企業として登録したり

（「洋帽子を被る」）した。こうした企業の総数は明らかではないが，例えば，

ある地区の調査によれば郷鎮の集団所有制企業と街道の集団所有制企業のなか

の少なくとも20－30％前後は実質的に私営企業であったという　（「中国私営経

済：現状，発展与評価』，3頁）。従って，私営企業の実際の数は上の表よりもっ

と多いといわなければならない。

2　私営企業調査

　さて，私営企業が発展する状況のなかで私営企業の実態を把握するためにさ

まざまな調査が実施されるようになった。その大部分は個別地区の小規模な調

査である。このような中で，まず注目される大規模な全国的調査は1991末一92

初に実施された，国家経済体制改革委員会と国家工商管理委員会による調査で

ある。調査主体はいずれも中央政府機関であり，特に後者は私営企業の登記，

監督機関であり，国家行政権限を背景にした半ば強制的色合いをもつ調査でも

あったといえる。この調査は全国の12省・自治区・1直轄都市（上海），6計

画単列都市から地域，経済水準に基づき合計120のサンプル地点を選び，さら

に各サンプル地点から一定の基準により調査対象企業を選択した。各サンプル

地点でそれぞれ450部門アンケート調査表を配布（400部は個人経営企業向け。

50部が私営企業向け），全体では計54000部の調査表を配布（うち48000部は個

人経営向け，6000部が私営企業向け）した。回収率は全体で95．6％，個人経営
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企業で100％，私営企業で53．4％（3201部）であった。

　このように本調査は政府行政当局による全国範囲の大規模な調査としては初

めてのものであった。その調査結果はすでに『中国個体私営経済調査一経営・

利潤・収入』（軍事誼文出版社，1993年）と題して出版されている。

　この調査は私営企業と個人経営企業に関する最初の大規模調査であり，多数

のサンプル数および極めて詳細な調査項目・統計表を含んでおり，画期的とも

いえる。筆者もこの調査資料に注目し，それを利用した若干の分析を行ったこ

とがある（「中国の私企業経営者と地域特性」『近きにありて』第26号，1994年）。

　しかし，この調査には大きな問題点もある。調査報告執筆者の一人である戴

建中（北京市社会科学院社会学研究所副所長）によれば，この調査統計は数字

の集計作業に多くのミスを含んでおり，正確性に大いに問題があるとのことで

ある。従って，調査規模の大きさにも関わらず，調査資料としての価値はかな

り割り引かねばならない。また経営者の応答内容自体，私営企業を監督する行

政当局による調査という性格上，ある程度バイアスがかかっている可能性もある。

　次に，1993年に中国社会科学院社会学研究所と全国工商業連合会研究室が指

導して実施した私有企業調査［以下，1993年調査］も注目される。この調査の

実施法は以下のとおり。中国社会科学院社会学研究所と全国工商業連合会研究

室のもとに「中国私有企業主階層研究」課題組が設置され，この課題組が具体

的な計画案と作業方針を決定した。まず1993年5－6月に課題組が調査方法案

と質問票を設計し，各省・市・自治区における調査研究グループを組織した。

7－9月に各省・市・自治区の工商業連合会研究室が実施責任を負う形で企業

調査を実施し，調査員が私営企業経営者をヒアリングし，調査質問票に記入し

た。10－12月に記入済みの質問票を北京に集中させてデータの統計分析を行っ

た。この調査では計1700部の質問票を配布し，うち回収した有効質問票は1440

部で，回収率は84％であった。

　調査報告書によれば，1993年調査の特徴として以下の諸点が指摘されている。

第一に私営企業が回復して以来，全国のすべての省・市・自治区で行った最初
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の大規模なサンプル調査であること。第二に調査は各省・市・自治区の工商業

連合会研究室が実施の責任を負ったこと。連合会は行政管理部門を代表せず，

かつ多くの私営企業が工商業連合会のメンバーであるので，調査対象の企業経

営者側は思想．ヒの顧慮が少なく，回答内容もバイアスが少なく比較的真実であ

り，この調査によりこれまで知られていない多くの重要な情報を得られたとい

う。第三に，今回の調査の内容は，私営企業の経営状況を含むだけでなく，さ

らに私営企業経営者の社会属性を調査の一つの重点とし，また調査結果につい

て社会学と経済学からの総合的分析を行ったこと。

　若干コメントすれば，まず1993年調査が最初の全国的な大規模な私営企業調

査であるという点はそのとおりであるが，前述のように1991－92年の調査も全

国範囲の多数の私営企業をカバーしている。サンプル数でいえば1993年調査よ

りもむしろ多い。その意味では1991－92年調査を事実上最初の全国範囲の大規

模な私営企業調査といっても間違いないだろう。ただし，1991－92調査は私営

企業だけの調査ではなく，むしろ調査の中心対象は個人経営企業であり，その

点では区別すべきであろう。

　次に，ユ993年調査の調査実施主体が国家行政当局ではなくて，民間企業の団

体である工商業連合会であるという点は確かに大きな特徴であり，調査対象側

の心理的圧力を減らし，より真実に近い応答を引き出すうえで一定の効果が

あったと思われる。

　1993年調査の最も大きな特徴はその統計分析における学問的方法と総合性に

あるように思われる。この点は1991－92年調査に比べて明瞭であり，調査関係

者によれば統計処理上の正確性も大いに改善されたという。従って，1993年調

査は，私営企業に対する最初の本格的な大規模調査であるといえよう。

　以上の諸点から判断すれば，1993年調査は中国私営企業の実態を理解するう

えで極めて参考価値の高い資料ということができ，ここに翻訳紹介する次第で

ある。
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資料

「全国最初の私有企業サンプル調査データと分析」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「中国私有企業主階層研究」課題組

　　　　　　（『中国私営経済年鑑』，香港経済導報社，1994年，116－153頁）

　1970年年末，80年代初に中国が改革開放政策を実施して以来，私有企業が大

陸において再び出現し発展してきた。1988年4月，全国人民代表大会は憲法修

正案を採択し，次のように規定した。「国家は私営経済が法律の規定する範囲

内で存在し発展することを認める。　　　国家は私営経済の合法的権利と利益

を保護し，私営経済に対して指導，監督および管理を実行する」。同年6月，

国務院は『中華人民共和国私営企業暫定条例』を公布し，工商行政管理部門が

私営企業に対する登記，登録業務を開始した。条例によれば，「私営企業とは

企業資産が私人の所有に属し，8人以上の労働者を雇用する営利性の経済組織

を指す」。1993年末，私営企業は法律文献において私有企業と改称された。

　1989年から，私有企業の経営状況は国家工商行政管理統計に単独で取り入れ

られるようになった。

　　　　　　　　　表1　全国私有企業数と従業員の変化

年 企業数 投資者人数 従業員数

1989 90581 214224 1640051

98141 224131 1478062　　1990

ﾎ前年増加率 ＋8．3％ 十4．6％ 一9．9％

！07843 241394 1597556　　1991

ﾎ前年増加率 ＋9．9％ ＋7．7％ 十8．1％

139633 303095 2015347　　1992

ﾎ前年増加率 ＋29．5％ 十25。6％ ＋26．2％
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表2　私有企業の地域及び業種の分布

都市農園1 地域別 業種別

年 都
市
部
農
村
東
部
中
部
西
部
工
業

建
築
業

交
通
運
輸
業

商
業

飲
食
業

サ
；
ビ
ス
業

修
理
業

獄
葺
孕
多
業

そ
の
他

企業数 32952 57629 62795 3342 1113 17089 1454 ユ322 1595 524 1347

1989
全体に占める比率（％） 36．4 63．6 69．3 3．8 1．2 18．9 1．6 L5 1．8 0．6 1．5

企業数 37701 60440 67903 19681 10539 67293 3141 1259 19372 1594 ユ617 1831 537 1497

1990
全体に占める比率（％） 38．4 61．6 69．2 20．1 10．7 68．6 3．2 1．3 19．7 1．6 1．6 1．9 0．5 1．5

企業数 45190 62653 76GO9 玉9918 11916 72585 3194 1347 22378 2002 2157 1942 936 1302

1991
全体に占める比率（％） 4L9 58．1 70．5 18．5 11．0 67．3 3．0 1．2 20．8 1．9 2．O L8 0．6 1．2

企業数 65987 73646 97508 26520 15615 87143 4088 1612 33626 2934 3878 2138 2348 1866

1992
全体に占める比率（％） 47．3 52．7 69．8 19．0 11．2 62．4 2．9 12 24．1 2．1 2．8 L5 1．7 L3

表1，表2から以下の点がみてとれる。

1．数年来，私有企業数と従業員数は絶えず増加し，1992年は更に飛躍をみせ，

　増加率は前年を大幅に超過し，私有企業が発展の新たな段階に入ったことを

　不している。

2．農村では多くの余剰労働力の提供，経営立地，天然資源などの面で条件が

　比較的よいので，農村の私有企業が占める比重は比較的大きい。しかし，近

　年都市部（市・鎮）の私有企業がより急速に増加しており，1993年半ばまで

　に企業数の半数以上を占めている。

3．私有企業の業種分布では第二次産業（工業，建築業）が比較的多い。ただ

　し，第三次産業（流通，サービス業）の比重が年々上昇し，特に一部のハイ

　テクコンサルティング業の発展が速い。

4．私有企業の：地域分布はかなり不均衡である。経済の比較的発展した東部沿

　海省の私有企業は開業が早く，発展も速い。広東1省の私有企業数だけで全
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　国総数の23．9％を占めており，西部地区の各省・自治区全体総数の2．1倍で

　ある。近年来，こうした地域間の発展の差は縮小していない。

　私有経済はすでに我国の経済生活の重要な構城部分となっており，発展が急

速で内部の差異も大きいので，私有企業の発展状況をかなり的確，全面的に理

解する必要がある。このために中国社会科学院社会学研究所と全国工商業連合

会研究室がリードして「中国私有企業主階層研究」課題組を組織し，今回の私

有企業調査を行った。

　この調査は三つの段階に分けられる。1993年5－6月に調査方法案と質問票

を設計し，各省・市・自治区の調査研究グループを組織し必要な訓練を行った。

次に7－9月頃企業調査を実施し，調査員が私有企業主をインタビューし，調

査質問票に記入した。そして10－12月に質問票を北京に集中させてデータの統

計分析を行った。この調査では計1700部の質問票を配布し，有効な質問票を

1400部回収し，回収率は84％であった。調査，統計の時点は1992年末に統一した。

本調査の特徴は以下のとおりである。

1．これは私有企業が回復して以来，全国のすべての省・市・自治区で行った

　最初の大規模なサンプル調査である。サンプル方針案は各省・市・自治区が

　私有企業の都市・農村および業種の分布比率に基づいて，また企業の生産経

　営規模に基づいてサンプル単位を抽出することとした。

2．調査は各省・市・自治区の工商業連合会研究室が実施の責任を負った。工

　商業連合会は行政管理部門を代表せず，かつ相当部分の私有企業が工商業連

　合会のメンバーであるので，調査対象の企業主は思想上の心配が少なく，反

　映された状況も比較的真実であり，従ってこの調査によりこれまで知られて

　いない多くの重要な情報が得られた。

3．今回の調査の内容は，私有企業の経営状況を含むだけでなく，さらに私有

　企業主の社会属性を調査の重点の一つとした。私有企業現象を比較的完ぺき

　に把握するために，調査結果について社会学と経済学からの総合的分析を

　行った。
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一　私有企業主階層の構成と社会流動

1．性別

　調査対象の私有企業主のなかで男女の性別比は900：100で，都市部での比率

は857：100，農村では1463：100である。

2．年齢

　　　　　　　　　　表3　私有企業主の年齢構成

年齢（才） 25未満 25－35 35－45 45－55 55以上 合計

人数（％） 1．6 20．5 43．0 23．6 ll．3 100．0

　（25－35は，25以上35未満を示す。以下すべての表において同様）

　私有企業主の平均年齢は42．9歳で，ユ990年の全国人目センサスでのユ5－64歳

の就業人口の平均年齢33．1歳に比べて10歳近く高い。このことは一つの企業を

指導するには比較的豊富な経歴と経験が必要であること，従って企業主の年齢

は普遍的に高く，中年が主であることを示している。ただし，東部地区の年齢

構成は比較的に若い。

3．学歴水準

　私有企業主階層は全国の就業人口と比較して学歴は比較的高い。

　　　表4　私有企業主の学歴水準及び全国就業人口との比較（％）

学歴水準 文盲 小学 中学 普通
mZ

職業

mZ 中専 大専
大学

{科
大学院 合計

被調査
?L企業主

1．0 9．9 36．1 263 2．7 6．9 11．7 4．9 0．6 100．0

全　　国
A業人口

16．9 37．8 32．3 9．0 2．1 12 0．7 ！00．0
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　農村の私営企業主の学歴水準は都市に比べて低く，60％以上が中学校以下の

水準である。地域分布から見ると，東部地区の企業主の学歴は普遍的に高いが，

そのうちで高等教育を経験している者の比率は中・西部に比べて少し低い。学

歴水準は年齢と関連があり，年齢層が高いほど学歴水準は低い。最も高い水準

は25－35歳の年齢層である。

4．社会流動と社会関係ネットワーク

（1）社会流動

私有企業主の企業開業前の職業は何か， これは関心を引く問題である。

表5　都市農村の私有企業主の開業前の職業分布（％）

前職業

専
業
技
術
者

各
級
幹
部

労
働
者

ス商

ｪ
飢

軍
人

農
民

個
人
経
営

そ
の
他

合
計

都市部企業主 12．1 22．1 25．2 7．6 1．2 17．2 9．2 5．5 100．0

農　村　企　業　主 4．1 17．0 ll．6 2．7 0．7 53．5 6．1 4．1 100．0

　都市部で開業した私有企業主のうち7，9％がかつて国家機関，企業事業単位

の課レベル以上の幹部職についており，21．9％の人が企業の各レベルの管理者，

6．6％が企業の販売人員，2．5％が国有企業や集団所有制企業を請負経営，リー

ス経営し，4．2％が村幹部についていた。

　農村で開業した企業主のうち，2．5％が機関・企業事業単位の課レベル以上

の幹部職についており，18．7％の人が企業（多くは郷鎮企業）で管理者をして

いた。6．4％が企業の販売人員で，1．9％が国有・集団所有制企業（主要には郷

鎮集団企業）を請負経営，リース経営し，17．3％が元来の村幹部であった。
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表6　私有企業主の開業前職場単位の所有制構造（％〉

前職六単位の所有制
国
有
企
業

所増
搓
ﾇ
笛

三
富
企
業

郷
倉
企
業

連
営
企
業

企民
c
私
業
有

無
職

農農
ｺ
集
家
団
’

合
計

都市部企業主 36．4 19．3 0．9 7．4 12．3 9．5 3．2 11．0 100．0

農　村　企　業　主 7．4 8．1 0．0 12．2 13．5 6．8 2．0 50．0 100．0

　都市と農村の所有制構造には大きな相違があるので，都市と農村の私有企業

主の開業前職場単位の所有制は非常に異なっている。

表7　私有企業主の開業目的（％）

開業目的

前の職場では

ｩ分の能力を

ｭ揮できない
金もうけ

安定した

d事をさがす

前の職場

w導者との

ﾖ係不和
合　　計

人　　数　　（％） 56．8 19．9 18．0 5．3 100．0

国　二二　業 74．0 16．6 3．9 5．5 100．0

都市部集団所有 58．4 25．9 10．7 5ユ 100．0

前
職
場
の
所
有
制

郷　鎮　企　業 48．9 20．5 23．9 6．8 100．0

私　有企業 23．8 27．5 43．8 5．O ユ00．0

無職又は農民 21．8 10．9 66．0 1．7 100．0

　もともと仕事をしていた人が離職し企業を開業する最も主要な原因は，自分

の能力を発揮する機会がないと感じたことであり，とりわけ国有企業にいた人

ではこの比率は四分の三に達しており，さらに人間関係が難しいと感ずる人の

比率を加えると人材流出の五分の四が管理体制上の原因によっている。農民お

よび都市の無職者の最も主要な開業動機は安定した仕事を求めることである。

　創業目的を達成するために，かれらは表8で示したルートを通して前の職場

単位を離れた。
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　　表8　私有企業主が前の職場を離れた方法

離職方式 辞　　職 自願離職 定年退職 病気退職 除　　名 懲戒解雇

人数（％） 30．4 19．2 5．9 2．2 1．1 0．1

国有企業 38．9 18．2 10．8 3．5 L6 0．2

集団所有 41．0 28．2 6．6 1．8 0．9 0．0

前
職
場
の
所
有
制

郷鎮企業 30．0 38．0 5．0 2．0 0．Q 0．Q

私有企業 19．8 14．3 0．0 0．0 0．0 0．0

（2）社会主要関係のネットワーク

①父親

　　　　　　　表9　私有企業主の父親の職業分布（％）

職業

専
業
技
術
者

各
級
幹
部

労
働
者

ス商

ﾆ丁

㊧ 軍
人

農
民

個
人
経
営

そ
の
他

合
計

都市部企業主の父親 9．4 19．4 17．4 10．1 1．6 35．2 3．1 3．8 100．0

農村企業主の父親 3．3 7．9 7．9 6．0 2．6 68．9 2．0 1．3 100．0

　（父親がすでに退職している場合は，その最終職業に基づく）

②配偶者

　　　　　　表10　私有企業主の配偶者の職業分布（％）

職業

専
業
技
術
者

各
級
幹
部

労
働
者

ス真

�
㊧

軍
人

農
民

個
人
経
営

そ
の
他

合
計

男企業主の妻 7．0 17．0 20．0 9．6 0．1 18．9 13．1 14．2 100．0

女企業主の夫 14．4 27．1 12．7 4．2 0．0 11．9 16．9 12．7 100．0

都市部企業主の配偶者 8．2 18．8 20．1 10．0 0．1 14．3 14．2 14．3 100．0

農村企業主の配偶者 3．6 10．1 13．7 2．9 0．0 49．6 7．2 12．9 100．0
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③子女

表ll私有企業主の既就業子女の職業分布（％）

職業

専
業
技
術
者

各
級
幹
部

労
働
者

ス商

ﾆ琴
軍
人

農
民

個
人
経
営

そ
の
他

合
計

都市部企業主の子女 18．9 23．9 15．8 9．3 3．2 10．3 11．8 6．7 100．0

農村企業主の子女 8．5 15．5 18．3 1．4 1．4 24．0 ユ5．5 ユ5．5 ユ00．0

④関係が最も密接な親戚

　　　　　　表12　私有企業主の親戚の職業分布（％）

職業

専
業
技
術
者

各
級
幹
部

労
働
者

ス商

ﾆ奪
№
ｬ

軍
人

農
民

個
人
経
営

そ
の
他

合
計

都市部企業主の親戚 13．2 37．9 ll．5 2．8 8．3 16．5 7．1 2．8 100．0

農村企業主の親戚 6．4 31．2 7．2 1．6 0．8 49．6 3．2 0．0 100．0

　これらの親戚のなかで課レベル以上の幹部にある者は21．9％，郷鎮政府の責

任者は0．7％，村の責任者は3．4％，企業責任者は14．2％，国有企業，集団所有

制企業のリース請負，経営請負者は2．4％，企業の中間管理職は6．2％，一般管

理者が4。8％であった。

⑤交際の最も多い友人

　　　　　　表13私有企業主の友人の職業分布（％）

職業

専
業
技
術
者

各
級
幹
部

労
働
者

ス与
≡
q
壱

軍
人

農
民

個
人
経
営

そ
の
他

合
計

都市部企業主の友人 17．5 42．4 8．9 9．8 1．4 7．9 9．4 2．9 100．0

農村企業主の友人 12．9 39．4 3．0 6ユ 0．8 28．8 628 2．3 ユ00．0
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友人のなかで課レベル以上の幹部にある者は25．9％，郷鎮政府の責任者は

0．8％，村の責任者19．1％，国有企業・集団所有制企業のリース請負，経営請

負者2．9％，企業の中間管理職5．9％，一般管理職5．7％であり，かれらが私有

企業主の最も親密な友人の三分の二を占めている。

5．結論

（1）私有企業主のなかで男性が女性よりもはるかに多い。知力・体力面で即き

　な代価をはらうことが必要で，かっかなりのリスクを伴なう私有企業のよう

　な事業を経営するには，今日では男性がやはり主導的地位にある。私有企業

　主は全体として観察すれば，年齢が一般に高く，学歴が比較的よい，特色を

　もった新たな社会階層である。

（2）50年代半ばに我国が工商業の社会主義改造を完成させてから，30年近くの

　あいだ中国大陸には私有企業が存在しなかった。このために現在出現してい

　る私有企業主は過去の有産者とは血縁関係がなく，その大部分の者はかつて

　資産者としての経歴ももっていない。まったく逆に過去の計画経済体制下で

　は経済的収入であれ，社会的声望であれ，社会の前列に立ったのは幹部，技

　術者であって，私有企業主のなかの相当多くの部分はこうした階層の人々で

　ある（都市部では三分の一，農村でも五分の一男を占める）。都市部の企業

　主のもうひとつの重要な出身層は労働者，商業，サービス業の人員であり，

　都市の無職者の占める比重は低い。都市であれ，農村であれ，農民出身の私

　有企業主の比重は相当高い（特に農村の企業主では半分以上を占める）。こ

　れは以下の事情を反映している。すなわち，農村で家庭請負責任制を実行し

　てのち，農業生産が発展し，農民の収入が増加して資金の余剰が生まれ，そ

　れが農業以外の業種に投入された。一部の農家の経営規模は拡大し，雇用労

　働形態が出現し，雇用者数が増大して，私有企業に発展し，一部の農民は私

　有企業主となった。時間の経過からみれば，一部の労働者，とりわけ農民が

　計画経済から市場経済へ転換するその初期に，後顧の憂いが比較的少なく
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　なったため，1988年以前には個人経営を開始し，規模が拡大してから比較的

　早く私有企業主に転換した。他方，もともとの幹部，専業技術者が私有企業

　主の列に加わったのは比較的遅く，1989年以降になってようやく次第に増え

　てきたのである。

　　相当多くの私有企業は家族制管理の色彩が濃いけれども，本当に「夫婦経

　営の店」を始める比率は高くなく，農村企業主の配偶者の多くは依然として

　農民であり，都市部の企業主の配偶者の多くは依然として他の所有制単位で

　もとからの職業に従事している。一つの家庭としては，相当多くの状況下で

　「一家両制」であり，足は二艘の船に乗っており，前の職業，前の単位所有

　制との結びつきから依然として脱していない。

　　私有企業主の次の代には専業技術者と幹部となる比重が相当高い。子供が

　親の事業を継ぐ比重も低くないが，それは子供達の第一の選択ではない。当

　然にも，私有企業主の子女の多くはまだ未成年であり，従って，かれらが父

　親の事業と財産を継承するかどうかはもっと観察する必要があろう。

（3）都市部であれ，農村であれ，私有企業主の社会関係ネットワークのなかで，

　幹部の比重が相当に高く，ほぼ政府各部門の幹部と企業管理幹部がそれぞれ

　半々ずつ占めている。この面からみれば，今日の私有企業の発展は政府，国

　有企業と私有企業とのあいだの相互関係に非常に大きく左右されることが分

　かる。従って，私有企業主はこうした各レベルの各種の幹部を主とした関係

　ネットワークを作るのに苦心している。専業技術者は技術と管理の方面で私

　有企業を援助できるので，かれらも私有企業主の最も密接な関係にある第二

　の大きな職業階層となっている。逆に，私有企業主自身のあいだの交際結び

　つきは相当限られており，現在まだ自らの意識形態と独立組織をつくる前提

　条件を備えていない。

二　私有企業の経営状況

　私有企業の経済指標を研究する場合，代表性のあるデータを選択使用して一
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般水準を示す必要があり，通常選択使用されるのは平均値である。しかし，私

有企業のあいだには大きな差異が存在しており，異なる企業の同一指標は往々

にして偏った状態の分布を示し，大小に偏りすぎた少数の極端なデータによっ

て平均値は往々にして大きな影響を受け，代表性を直なってしまう。このため

に，本報告ではデータを分析する際に中央値を比較的多く使用する。すなわち，

すべてのデータのなかの大小の中央に位置する値を用いて一般水準を表示し，

一部の指標では平均値と中央値を同時に列挙し，二つの数値の差異によって

データ分布の偏向程度を一定程度示すことができる。

1　私有企業の発展変化

（1女業年数

1988年の『私営企業暫定条例』の公布以前には，私有企業は「雇工大戸」「雇

工企業」などと称され，専業戸，個人経営工商業戸，新経済連合体などの名の

もとに隠れた存在であった。今回の調査対象の私有企業のなかで51．9％が1988

年より前に開業しており，こうした状況にあった。1992年末までにすべての調

査対象の私有企業は開業してからの平均年数が5．8年で，中央値は5．！年である。

表14　調査対象私有企業の開業年次

開業年次 1987以前 1988 1989 1990 1991 1992 合計

企業数（％） 51．9 12．2 11．7 7．9 7．4 9．0 100．0

（2＞登録資金の変化

表15　私有企業開業時の登録資金

登録資金
i万元） 2未満 2－5 5－10 10－20 20－50 50－！00 100以上 合計

企業数
@（％）

23．1 18．4 15．2 16．ユ 15．2 8．0 4．0 100．0
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登録資金
i万元） 5未満 5－10 1餅20 20－50 50－100 100－500 500以上 合計

企業数
@（％）

！2．2 9．4 14．5 21．2 19．0 19．8 4．0 100．0

　開業時の登録資金の中央値は5．2万元である。

　　　　　　　　　　表16私有企業の1992年登録資金

　1992年の登録資金の中央値は31．0万元，開業時の登録資金の中央値に比べて

6倍に増加した。

（3）実際使用資金の変化

①実際使用資金

　私有企業の実際使用資金は固定資産および流動資金の二つの大きな部分に分

けられる。

　　　　　　　　　表17　私有企業開業時の実際使用資金

　開業当初，企業の実際使用資金の中央値は10．0万元で，当時の登録資金の

1．9倍にあたる。

　　　　　　　　　表18　私有企業の1992年実際使用資金

　1992年の実際使用資金の中央値は55．G億元で，企業開業時の実際使用資金の

　　　　　　　　　　　　　　　一108一　ls

使用資金
i万元） 2未満 2－5 5－10 10－20 20－50 50－100 100以上 合計

企業数
@（％）

11．8 18．5 16．5 20．7 19．0 11．4 2．1 100．0

使用資金
i万元） 5未満 5－！0 10－20 20－50 50－100 100－500 500以上 合計

企業数
@（％）

0．5 6．8 15．0 25．3 18．7 31．6 2．1 100．0
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中央値の5．5倍に相当し，1992年当時の登録資金の中央値の1．8倍にあたる。

　さまざまな類型の企業のなかで，有限責任会社の実際使用資金が最も多く，

共同経営企業がこれに次ぎ，単独資本企業が最も少ない。業種では，交通運輸

業，サービス業（旅館業などを含む），科学技術コンサルティング業（一部の

科学技術研究，開発，生産一体型の企業もこの業種に入る）の実際使用資金が

最も多く，工業と建築業が次いで多く，飲食業と修理業は少ない。異なる地域

や都市農村のあいだで私有企業の実際使用資金は顕著な統計学上の差異がない。

表19　類型別私有企業の実際使用資金分布（％）

使用資金
i万　元） lQ未満 lQ－2Q 2Q－5Q 5Q－100 100－200 2GG－500 500以上 合計 中央値

i万元）

単　　　独

走{企業
18．4 13．8 20．6 18．4 15．8 10．8 2．2 100．0 45．9

共同経営
驕@　　業

15．0 ll．5 23．5 18．5 19．5 9．5 2．5 100．0 50．0

有限責任会社 U．6 3．3 13．5 20．Q 27．4 18．6 5．6 100．0 105．8

表20　業種別私有企業の実際使用資金分布（％）

使用資金
i万　元） 10未満 10－20 20－50 50－100 100－200 200－500 500以上 合計 中央値

i万元）

工　　　業 15．8 10．4 18．2 18．4 15．8 10．8 2．2 ユ00．0 65．2

建　築　業 11．8 11．8 17．6 29．4 ll．8 ll．8 5．9 100．0 65．0

交通運輸業 12．0 4．0 20．0 24．0 16．0 16．0 8．0 100．0 79．2

商　　　業 ll．9 17．9 23．8 19．1 13．6 ユユ．9 1．7 100．0 45．5

飲　食　業 26．5 14．5 22．9 16．9 14．5 4．8 0．0 100．0 3L8

サービス業 23．3 10．0 6．7 23．3 33．3 3．3 0．0 100．0 7ユ．5

修　理　業 26．3 18．4 28．9 1Q．5 13．2 2．6 Q．G 100．0 25．5

科学技術コン
Tルティング業 17．0 43 21．3 19．1 19．1 ユ0．6 8．5 100．0 69．4

その他 20．0 5．2 19．1 18．0 21．9 13．7 2．1 100．0 68．6
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　実際使用資金のうち固定資産の中央値は33万元，流動資金の中央値は22万元

である。

②固定資産

　固定資産額は異なる地域や都市農村のあいだで顕著な差異がない。類型別で

は有限責任会社がその他の二つの形式の企業よりもはるかに多い。業種別では，

私有企業の固定資金額は大きな差異があり，交通運輸業，サービス業が比較的

多く，工業企業の固定資金投入も大きく，修理業が最も少ない。

表21類型別，業種別私有企業の固定資金分布（％）

固定資金
i万元） 5未満 5－10 10－20 20－50 50一エ00 100－500 500以上 合計

中央値
i万元）

単独資本企業 16．6 10．5 14．2 22．5 12．0 19．3 4．8 100．0 31．6企
業
類
型
別

共同経営企業 15．9 7．2 工4．0 22．7 15．0 20．3 4．8 100．0 37．0

有限責任会社 7．2 4．1 12．6 20．7 19．8 29．7 5．9 100．0 63．6

工：　　　業 エエ．2 8．3 エ3．7 22．o エ3．5 25．0 5．7 エ00．0 42．9

建　築　業 8．1 8．1 24．3 2L6 5．4 2L6 10．8 100．0 33．2

交通運輸業 0．0 3．7 7．4 33．3 22．2 22．2 ユ1．1 100．0 62．6

商　　　　業 22．5 U，7 14．6 23．3 9．2 15．8 2．9 100．0 21．5業
　
種
　
別

飲　食　業 20．2 7．ユ ユ7．9 22．6 16．7 11．9 3．6 100．0 26．6

サービス業 20．3 10．1 8．7 17．4 24．6 17．4 1．4 100．0 38．8

修　理　業 282 10．3 15．4 23．1 17．9 5．1 0．0 100．0 17．5

科技コンサル

eィング業
！5．4 9．6 ll．5 212 ll．5 25．0 5．8 100．0 39．1

そ　の　他 ／8．6 5．2 9．3 25．8 18．6 19．6 3．1 100．0 39．7

③流動資金

　流動資金も私有企業の類型と業種の違いにより明瞭な差異がある。そのなか

で商業の流動資金額と固定資産額との差は大きくない。これは，私有商業が代

理販売，掛け売りの方式を比較的多く採用して流動資金を節約していること，

また一般にはみな店舗，倉庫を構えているため固定資産投入が比較的高いこと

による。
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表22　類型別，業種別私有企業の流動資金分布（％）

流動資金
i万元）

5未満 5一ユ0 10－20 20－50 50－100 100－500 500以上 合計
中央値

i万元）

単独資本企業 19．5 14．3 18．6 24．5 10．8 10．8 1．3 100．0 18．7企
業
類
型
別

共同経営企業 17．4 10．1 18．8 27．5 13．5 12．1 0．5 100．0 24．0

有限責任会社 2．7 5．5 7．8 32．4 18．7 27．9 5．0 100．0 54．3

工　　　　業 13．6 1L6 14．9 26．9 12．6 17．8 2．6 10G．0 3LG

建　築　業 8．8 14．7 11．8 29．4 26．5 8．8 0．0 100．0 35．0

交通運輸業 8．0 8．0 24．0 20．0 24．0 16．0 0．0 100．0 35．0

商　　　　業 12．6 12．1 23．5 23．1 ！7．4 ！0．1 L2 100．0 22．3業
種
　
別

飲　食　業 36．9 15．5 19．0 19．0 4．8 2．4 2．4 100．0 9．2

サービス業 30．8 10．8 16．9 26．3 12．3 3．0 0．0 100．0 ユ5．0

修　理　業 39．5 10．5 21．1 26．3 0．0 2．6 0．0 100．0 ！0．0

科技コンサル

eィング業
1L8 11．8 7．8 39．2 3．9 2L6 3．9 100．0 23．7

そ　の　他 16．8 lL6 20．0 26．3 9．5 14．7 1ユ 100．0 21．8

④資金源泉

　以下では私有企業の資金源泉と変化を分析する。

表23　私有企業開業時の資金源泉分布（万元）

資金源泉
家業の

p　承
労働経
c蓄積

パート
iー集資

親　友
ﾘ　入

銀　内
ﾝ　付

信用社

ﾝ　付
集団所有

ﾝ　付
私人

ﾘ入
海外
梶@資

その他 未回答 合　計

主要源泉 7．8 45．3 12．1 16．2 5．5 5．2 1．0 1．4 3．0 ユ．o 1．6 100．0

第二源泉 1．8 ユ6．6 11．0 22．3 8．3 5．5 1．6 3．4 1．7 0．8 27．0 100．0

第三源泉 2．1 6．5 4．6 10．8 6．5 5．0 1．7 7．7 1．1 0．8 53．2 ユ00．0

合　計 11．7 68．4 27．7 49．3 20．3 15．7 4．3 ユ2．5 5．8 2．6

順　位 7 1 3 2 4 5 9 6 8 10

　私有企業の開業資金の最も重要な源泉はそれまでの労働経営の蓄積であり，

これは，われわれが以前に分析した私有企業の発生源で最も早いのが農業家庭

請負であり，その労働収入の蓄積によりその他の業種を経営（個人経営）し，

更に労働者の雇用が増加して私営企業となるという過程とほぼ一致している。

三分の一の私有企業は開業時に銀行，信用協同組合の融資を受けている。
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　1992年になると，数力年の生産，経営を経て私有企業の自己資金は大幅に増

加し，また銀行，信用協同組合の私有企業への貸付の統制がますます厳格になっ

た結果，資金構造は大きな変化をみせた。

表24　私有企業の1992年の資金源泉分布（％）

資本源泉 企業自己資金
親戚親友からの借入 銀行，信用社

ｩらの借入 私入借入 そ　の　他

基本建設 55．9 14．8 18．2 7．8 1．4資
金
用
途

固定資産購入 66．6 15．9 16．4 8．6 1．3

流動資金 68．3 24．2 38．5 18．6 2．1

順位 1 3 2 4 5

　私有企業は自己資金比率が高く，銀行への依存性が相対的に少ないので，国

家が金融手段を使ってマクロ統制を行っても私有企業に対する作用はかなり弱

く，金融引き締めの時はいつも私有企業の受ける衝撃は相対的に小さい。

　しかし，銀行貸付は依然として私有企業の正常な生産運営と拡大再生産の最

も重要な資金源泉の一つである。中・西部の企業は銀行からの貸付の比率が東

部よりも高く，資金の源泉は比較的狭い。農村の私有企業は都市部の企業に比

べて銀行からの貸付比率が高い。業種については，現地の資源を利用でき，か

つ現地の入々の生活と直接関連する業種は，銀行からの貸付に際し優先的な支

持を受けている。例えば，養殖業，栽培業では46．7％の企業が銀行貸付を受け

ており，その次は加工業などである。近年興隆している不動産業は大量の投資

が必要で，その関係の私有企業は22．2％が銀行貸付を利用している。

⑤資金増加率

　1992年末までに35％の私有企業は債権を有しており，その中央値は10．0万元，

同時に32％の企業が負債を抱えており，その中央値は20．0万元である。債権債

務を相殺すると各私有企業は平均して6．86万元の債務を負っていることとなる。

　もし企業の実際使用資金から純債務を差し引けば，企業の固定資産と自己流
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動資金は開業時と比べて，毎年平均31％増加している。これは地域，都市農村，

業種のあいだで顕著な統計的差異がない。これは相当高い資金増加率である。

（4）経営方式の変化

①企業類型

　企業の資金組織類型により分類すれば，有限責任会社の比率がますます多く

なっている。上記の分析でみられたように，有限責任会社は資産，資金蓄積お

よび資金運用において，その規模は単独資本企業と共同経営企業に比べてはる

かに大きい。

　　　　　　　　　表25　私有企業の資金組織形式の変化

企業類型 単独資本企業 共同経営企業 有限責任会社 そ　の　他 合　　　計

開業当初の轍（％） 65．1 22．3 7．5 5．1 100．0

1992年の構成（％〉 63．8 16．0 16．5 3．7 100．0

都市農村，業種のあいだで明らかな差異がある。

　　　　表26　地区別，業種別私有企業の資金組織形式の構成（％）

企業類型 単独資本企業 共同経営企業 有限責任会社 その他 合計

都市部企業 64．1 14．8 17．4 3．7 100．0地
区
別 農村企業 60．6 26．5 9．0 3．9 100．0

工　　　　業 6L9 16．6 17．4 42 lQO．Q

建　築　業 50．0 31．6 18．4 0．0 1QO．0

交通運輸業 62．1 20．7 13．8 3．4 100．0
業
種
　
別

商　　　　業 65．1 ！5．7 15．7 3．4 10Q．0

飲　食　業 75．0 14．8 6．8 3．4 100．0

サービス業 78．8 6．1 6．1 9．1 100．0

修　理　業 78．0 17．1 2．4 2．4 100．0

科技コンサル

eィング業
43．1 19．6 37．3 O．0 ！00．0

そ　の　他 73．7 9．1 24．2 3．0 100．0
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　都市部の有限責任会社の比率は農村よりも高い。工業，建築業，商業のよう

な投資額が比較的大きな業種は，有限責任会社を採用するのが資金の調達と運

用にとって有利である。

②経営範囲

　経営規模の拡大，資金の増加に応じて，一部の私有企業の経営範囲も拡大し

ており，単一業種の経営から多業種の経営へと発展している。これは販売を組

織し，利潤を増やし，単一経営のリスクを減らすのにいずれも有利である。

表27私有企業の兼業状況（％）

経営範囲 単一業種 二業種の兼業 三業種以上の兼業 合計
開業当初 84．7 12．6 2．7 100．0

1992年 68．3 23．7 8．0 100．0

　統計が示すように，93．4％もの私有企業の経営範囲は変化または拡大してい

る。その原因は一部の外部制約要素が消滅または変化したこと，また内部自身

の実力が強まり，経営上いっそう大きな主導権と選択権をもつようになったこ

とである。表28と表29を対照させれば，こうした変化をみてとれる。生産経営

の最も主要な方向は市場の需要によって決まるが，市場の発育がまだ極めて未

成熟な今日，各種の社会関係ネットワークは企業の不可欠な外部条件である。

また政府の政策指導の作用もかなり強く，従って政府の産業誘導が私有企業の

発展にとり極めて重要である。

　　　　　　　表28　私有企業開業当初，経営方向選択の判断要素

経営方向の

I択条件
自らの
Z　　能

市場需要
自らの社
?I関係

政策の
ｧ　　励

政策の
ｧ　　限 その他 未回答 合　　計

最も重要 54．5 29．8 6．4 4．7 2．0 1．7 0．8 100．0

次に重要 10．8 35．3 12．3 9．6 2．1 0．9 29．1 100．0

第三に重要 4．3 8．6 15．2 18．1 2．3 1．7 49．9 100．0

合　　　計 69．6 73．7 33．9 32．4 6．4 4．3
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表29　私有企業経営範囲の変化または拡大の原因（％）

経営範囲
ﾏ動原因

新しい市場
�vの出現

新しい社会
ﾖ係の樹立

経済力の
掾@　　強

政策の変化 そ　の　他 合　　　計

最も重要 39．1 6．1 40．0 122 2．2 1QO．0

次に重要 19．8 29．7 32．2 17．4 0．9 100．0

第三に重要 20．1 26．1 22．0 26．7 5．1 100．0

合　　　計 79．0 61．9 94．2 56．3 8．2 100．0

順　　　位 2 3 1 4 5

経済規模の拡大に応じて生産経営機構の数も相当に増加している。

　　　　　　　表30　私有企業の書誌機構数の分布（％）

分支機構数 0 1－4 5－9 10以上 合計 平均数（個）

開業当初 90．9 8．6 G．4 0．1 100．0 0．15

1992年 73．6 21．3 4．5 0．6 100．0 0．79

③対外開放度

　すでに製品が国際市場に販売され，または渉外サービスに参与している私有

企業は，被調査企業全体の14％を占めている。この比率は大都市ではさらに高

く20％に達している（表32を見よ）。

　私有企業の対外開放のもう一つの重要な趨勢は外資，外商と直接に合弁，合

作で生産や経営を行っていることである。

　　　　　　　表31私有企業の対外合弁合作の現状と意向
すでに合弁合作している

現在関係
¥築中

三～五年のう
ｿに準備する

準備して
｢ない

まだ考えていない

合計

企業数（％） 11．9 ユ7．2 29．3 7．0 34．7 100．0

　東部地区はすでに外資企業と合弁合作を行っている私有企業の比率が最も高

い6しかし，中・西部も現在急追しており，外資との関係構築を現在準備して

いる，または3－5年内に準備する企業の比率が，東部地区より高い場合もあ

る。ただし，一部の私有企業のいわゆる外資とは，実際には当該企業が自ら国
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外に移転させた，または国外に保存している資金であり，「合弁」の名を借り

て減免税の実益をかち取っている。しかし，全体的にみれば，私有企業が次第

に外資と直接的な関係をうちたてていることはひとつの重要な動向である。

　都市の規模が大きくなるほど，外資外商との結びつきも多くなる。

表32　都市化と私有企業の対外開放関係

企業数（％） すでに合弁合作関
Wあり

現在関係構築中 合　　　二

大　　都　　市 19．2 33．1 52．3

中　　都　　市 16．3 17．4 33．7

小　　都　　市 ll．9 16．6 28．5

鎮 9．0 15．5 24．5

農　　　　村 7．9 18．3 26．2

　類型別では有限責任会社の対外開放度がその他の二つの類型の企業よりもは

るかに高い。

表33　類型別私有企業の対外開放程度

企業数（％） すでに合弁合作関
Wあり

現在関係構築中 合　　　計

単独資本企業 7．ユ 17．6 24．7

共同経営企業 14．9 18．9 33．8

有限責任会社 30．6 30．6 6L2

　科学技術コンサルティング，サービス業，商業は合弁合作関係が最も多い業

種である。不動産業は大量の投資が必要なので，外資外商との連携が最も差し

迫っている。外資外商が投下する資金の方向については，最も多いのが工業（す

でに連携している企業の49．6％を占める），次いで商業（17％），科学技術コン

サルティング業（5．4％）。現在，外資との連携を準備する過程にある企業では，

最も多いのがやはり工業（準備中の企業の49．6％），次いで商業（19．4％），科
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学技術コンサルティング（8．3％）で，その他の業種は少ない。

　　　　　　　　表34　業種別私有企業の対外開放程度

企業数（％） すでに合弁合作関
Wあり

現在関係構築中 合　　　計

工　　　　　業 16．1 18．5 34．6

建　　築　　業 2．9 20．6 23．5

交通運輸業 9．5 23．8 33．3

商　　　　業 12．3 20．G 32．3

飲　　食　　業 6．8 12．2 19．0

サービス業 13．8 24．1 37．9

修　　理　　業 3．0 12．1 15．1

科技コンサル
eィ　ング業

18．0 40．0 58．0

不　動　産　業 0．0 62．5 62．5

養殖，栽培業 20．0 0．0 20．0

広　　告　　業 22．2 33．3 55．5

文化芸術業 22．2 44．4 66．6

（5）従業員数の変化

①投資者

表35　私有企業の投資者人数の変化

投資者人数 1 2 3－4 5－9 10以上 合計
平均

l数

開業当初の
驪ﾆ数（％）

65．5 14．0 13．2 5．9 1．3 100．0 L89

1992年の
驪ﾆ数（％）

66．3 13．8 12．3 6．4 1．1 100．0 ！．87

一企業当たりの投資者の平均人数は基本的に変化していない。
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私有企業の類型別では，単独資本企業のうち実に90％が一人投資であり，名

実相伴っている。また4．7％の企業の実際投資者は二人で，4．2％の企業の投資

者は3人ないしそれ以上である。共同経営企業でもその12．9％が実に一人の単

独投資であり，有限責任会社においても四分の一近くが一人投資者である。従っ

て，相当数の私有企業が結局どの類型として登録するかは，どのようにすれば

経営に便利で，どのようにすれば利益がより多いかによって決まり，実際の資

金投入の組織形式とは大きなギャップがある。

　業種別にみた一企業あたり平均投資者数は，工業2．1人，建築業2．3人，交通

運輸業3．3入，商業1．8人，飲食業2．5人，サービス業1．9人，科学技術コンサル

ティング業2，4人，その他1．7人である。

②雇用労働者

表36　私有企業の雇用労働者数の変化

雇用労働者数
8未満 8－9 10－

@14
15－

@19
20－

@29
30－

@49
50－

@99
100－

S99
500

ﾈ上
合計

中央値
i人）

開業当初の
驪ﾆ数（％）

27．9 13．5 17．5 8．2 ll．6 ll．1 6．6 3．3 0．2 100．0 l1

1992年の
驪ﾆ数（％）

7．2 5．8 11．0 9．1 11．7 18．8 19．8 15．9 0．8 100．0 31

（一部企業の被雇用労働者数は季節や生産経営周期と関連しているために，調

　査時点で労働者数が8人未満のこともありうる）

1992年の雇用労働者数の中央値は開業当初のそれに比べて2．8倍に増加した。

これは生産規模拡大の最も明瞭な標識の一つである。

（6）生産経営用建物の変化

　　　　　　　　表37　私有企業の生産経営用建物の変化

生口i日用建物
i平方米）

20

｢満
20－

@50
50一

@ユ00

100－

Q00
200－
@500

500一

?O00

1000－

T000

5000

ﾈ上
合計

中央値
i平方米）

開業初企業数
@　（％）

5．6 16．7 14．3 19．7 23．3 8．9 10．3 1．3 100．0 167

1992年企業数
@　（％）

1．5 4．7 7．6 12．5 27．3 14．1 27．5 4．8 100．0 459
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　1992年の私有企業の生産経営用建物の中央値は開業当初のそれに比べて2．7

倍に増加した。生産，経営用建物の規模は企業経営所在地と密接に関係してい

る。都市の規模が大きいほど用地は緊張している。ただし，用地の最も多い企

業は多くが鎮にあって，農村にはない。

業種別の建物の規模は大きな相違がある。

表38　地区別，業種別私有企業の生産経営用建物の比較（％）

生産経営用建物
@（平方米）

20

｢満
2％ 50－

P00
100－

Q00
200－

T00
500－
P000

1000－
T000

5000

ﾈ上
合計

中央値
i平方米）

大　　都　　市 3．3 5．4 12．4 15．8 27．8 10．8 20．3 4ユ 100．0 340

中　　都　　市 2．1 7．8 9．9 13．0 25．2 13．0 25．5 3．6 100．0 403地
　
区
　
別

小　　都　　市 L2 3．3 7．1 11．9 31．5 13．4 26．7 5．0 100．0 451

鎮 0．0 0．9 2．2 8．8 25．1 20．3 37．9 4．8 100．0 819

農　　　　村 0．0 2．8 3．5 13．4 24．6 15．5 31．7 8．5 100．0 683

工　　　　　業 0．7 1．3 3．4 10．1 26．8 15．6 35．4 6．7 ！00．0 747

建　　築　　業 0．0 0．0 15．2 12．1 21．2 12．1 27．3 12．1 100．0 562

交通運輸業 4．3 4．3 4．3 21．7 21．7 13．0 30．4 0．0 100．0 413

商　　　　業 2．4 13．6 15．6 14．8 28．4 9．6 13．6 2．0 100．0 238業
種
　
別

飲　　食　　業 1．1 3．4 13．8 ！7．2 37．9 10．3 14．9 L1 100．0 315

サービス業 0．0 5．8 11．6 17．4 26．1 18．8 20．3 0．0 100．0 375

修　　理　　業 7．9 13．2 15．8 10．5 13．2 15．8 21．1 2．6 100．0 259

科技コンサル
eィ　ング業

2．0 8．0 8．0 10．0 34．0 18．0 18．0 2．0 100．0 394

そ　　の　　他 3．3 ／．7 6．7 20．0 23．3 13．3 25．0 6．7 100．0 436

2　私有企業の重要経済指標

（1）企業従業員数と構成

　調査対象の私有企業は経営，管理，技術，生産人員を含めて，従業員数の中

央値は32人である。
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表39　各種私有企業の従業員数分布（％）

企業従業員数 10未満 10－19 20－49 50－99
100－

@199
200

ﾈ上
合計

中央値
i人）

大　　都　　市 6．7 24．1 37．1 15．2 12．1 4．9 100．0 30

中　　都　　市 12．9 22．2 29．6 ユ8．9 11．1 5．4 100．0 29地
　
区
　
別

小　　都　　市 14．0 22．2 32．1 21．0 4．1 6．7 100．0 27

鎮 6．4 20．1 28．4 26．5 11．8 6．9 100．0 38

農　　　　村 3．7 17．6 33．8 21．3 19．9 7．2 100．0 38

単独資本企業 13．1 23．8 31．7 18．7 8．0 4．7 100．0 27
類
型
別

共同経営企業 5．0 22．6 35．2 22．1 9．5 5．5 100．0 33

有限責任会社 3．2 12．4 31．2 24．2 2工．5 7．5 100．0 48

工　　　　　業 3．7 15．3 33．0 26．2 14．6 7．3 100．0 40

建　　築　　業 3．2 16．1 32．3 12．9 12．9 22．6 100．0 40

交通運輸業 9．1 13．6 3L8 22．7 13．6 9．1 100．0 38

商　　　　業 27．4 32．3 25．1 9．4 4．5 1．3 100．0 ！4

業
種
別

飲　　食　　業 15．4 33．3 28．2 12．8 6．4 3．8 100．0 17

サー　ビス業 10．2 28．8 35．6 18．6 5．1 1．7 100．0 24

修　　理　　業 21．6 37．8 29．7 8．1 2．7 0．0 100．0 14

科技コンサル
eィ　ング業

12．2 18．4 42．9 ！6．3 8．2 2．0 100．0 28

そ　　の　　他 2．6 28．9 47．4 15．8 0．0 5．3 ユ00．0 26

　都市農村別の分布では，郷と鎮の私有企業の従業員数規模は都市よりも大き

い。業種別分布では，第二次産業の企業の従業員数が最も多く，一般に第三次

産業の従業員数より倍近く多い（交通運輸業は除く）。資金蓄積程度の高さと

同様，有限責任会社の従業員数は他ρ二つの類型の企業よりもかなり多い。

　企業の人員構成では，管理者が6．6％を占める。都市農村別，類型別では企

業間に顕著な相違はないものの，業種別では比率が異なる。例えば，管理者の

比重は工業企業では5．8％，建築業6．0％，交通運輸業4．1％，商業9．3％，飲食

業7．2％，サービス業4，8％，修理業5．5％，科学技術コンサルティング業6．7％，

その他6．1％である。企業従業員数に占める技術者の比率は4．1％で，うち工業

120 30



資料紹介　中国最初の本格的な私営企業調査データ（上）

企業では3．8％，建築業4．3％，交通運輸業3．6％，商業2．6％，飲食業4．4％，サー

ビス業3．4％，修理業4．7％，科学技術コンサルティング業6．7％，その他4．5％

である。国有企業事業単位の工程技術者の比率は4．8％であるから，これに比

べれば私有企業の技術力量はある程度劣っているものの，差異は大きくない。

近年来，私有企業がますます技術力量の重要性を認識するにつれて，そして国

有企業における技術者の流動率が増大するにつれて，こうした差異はいっそう

縮小するであろう。

（2）生産額，営業額，利税額

　被調査私有企業の1992年の生産額，営業額の中央値は100万元で，1000万元

を越えた特大企業は5．9％を占めた。

　　　　表40　業種別私有企業の1992年生産額，営業額分布（％）

生産額，営業額
@　（万元）

10未満 10－50 50400 lOO－500 500以上 合計
中央値
i万元）

工　　　　業 4．0 26．4 24．4 34．4 11．7 100．0 90．2生
産
額 建　築　業 6．3 9．4 18．8 43．8 21．9 100．0 170．5

交通運輸業 0．O 25．9 7．4 48．1 18．5 100．0 168．0

商　　　　業 3．4 22．2 19．7 41．9 12．8 100．0 121．4

飲　食　業 12．2 41．2 17ユ 23．2 7．3 10Q．Q 46．7

サービス業 17．5 28．6 23．8 25．4 4．8 100．0 58．2
営
　
業
　
額

修　理　業 24．3 35．1 16．2 24．3 0．0 100．0 39．3

科技コンサル

eィング業
15．7 7．8 17．6 37．3 21．6 100．0 149．4

6．8 27．1 16．9 32．2 16．9 100．0 97．6そ　の　他

､ち：不動産業 O．0 33．4 o．o 16．7 50．0 100．0 500．0

文化芸術 18．2 27．3 18．2 27．3 9ユ 100．0 62．4

生産額，営業額の大きな企業は工業，建築業，交通運輸業および商業に集中
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している。科学技術コンサルティング業の大企業の比率は高いけれども，業種

としては小さく，絶対数量も大きくない。都市と農村のあいだ，および東，西

部のあいだで企業生産額，営業額は顕著な統計的差異がない。

表4ユ　類型別私有企業の1992年，生産額，営業額分布（％）

生産額，営業額
@（万元）

ユ0未満 ユ0－50 50一ユ00 ユ00－500 500以上 合計
中央値
i％）

単独資本企業 7．9 30．5 20．2 33．4 7．9 ユ00．0 78．7

共同経営企業 4．6 26．4 19．8 39．6 9．6 100．0 98．0

有限責任会社 1．0 10．5 12．4 502 25．8 100．0 151．0

表42　私有企業労働者数と生産額，営業額の関係（％）

生産額，営業額
@　（万元）

ユ0未満 10－50 50－100 100－500 500以上 合計
中央値
i万元）

8－9 9．6 44．2 21．2 21．2 3．8 100．0 46．6

10－14 4．9 55．4 19．0 19．0 0．8 100．0 42．6

15－19 4．8 46．7 18．1 26．7 3．8 100．0 48．7労
働
者
数

20－49 0．3 32．4 28．2 36．3 2．8 100．0 80．7

50－100 0．4 12．4 19．1 62．2 5．8 100．0 156．6

100－499 0．0 2．2 7．2 66．9 23．7 ユ00．0 342．8

500　以　上 0．0 0．0 0．0 60．0 40．0 100．0 433．3

　生産額，営業額は雇用労働者数との関連があり，雇用労働者が多いほど生産額，

営業額も多くなる。しかし，一歩踏み込んで分析すると，雇用労働者数が増大

しても，生産性は相応して増大しておらず，明瞭な規模効果がないことが分かる。

　生産額，営業額からコストを差し引くと，利潤・税額となるが，私有企業の

利潤・税額の中央値は15万元である。

（3）経済効率

　私有企業についていえば，経営が成功であるかどうかは単に生産額，営業額
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をみてもだめで，また利税額［訳注一利潤および販売過程にかかる流通税，

資源税，教育費付加からなる］だけでも示すことができない。主要には経済効

率を見ること，例えば生産額営業額利税率，資金利税率，一人当たり利税額な

どの指標を用いることにより計ることができる。

①生産額営業額利税率

　被調査企業の生産額利税率または営業二一税率の中央値は18．9％，業種別の

相違はノ」・さくない。

表43　私有企業の生産額利税率分布（％）

生産額利税率
@（％）

10未満 10－15 15－20 20－30 30以上 合計
中央値
i％）

工　　　　　　場 19．0 26．8 14．7 23．4 16．1 100．0 16．4

建　　設　　業 16．7 8．3 12．5 37．5 25．0 100．0 23．3

交通運輸業 21．4 0．0 21．4 35．7 21．4 100．0 22．0

表44　私有企業の営業額利税率分布（％）

営業額利税率
@　（％） 10未満 10－15 15－20 20－30 30以上 合計

中央値
i％）

商　　　　　業 23．3 24．2 32．4 13．2 6．8 100．0 16．2

飲　　食　　業 8．8 8．8 26．3 43．8 12．5 10．0 32．8

サー　ビス業 3．4 22．4 32．8 25．9 15．5 100．0 26．1

修　　理　　業 10．0 10．0 40．0 26．7 13．3 100．0 26．3

科技コンサル
e　ィ　ン　グ業

26．2 9．5 31．0 14．3 19．0 100．0 21．9

そ　　の　　他 22．0 22．0 22．0 22．0 11．0 100．0 19．！

　業種別の生産額利税率，営業額利税率は異なるものの，企業数が比較的集中

している工業，商業の利税率はほとんど同じである。国有企業（1992年）の工

業生産額利税率は1！．4％で，建築業が4．7％，商業（利税額と商品小売り額と

の比率）は9．9％で，私有企業の相応する各業種の比率はいずれもかなり高く，
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特に建築業がそうである。

②資金利税率

　ここでは利税額の固定資産および流動資金の総和に対する比率を指す。被調

査企業全体の資金利税率は31％である。地域別では資金利税率は顕著な相違が

ない。都市と農村の比較では馬二型を呈し，大都市と農村の企業は高く，中小

都市の企業が低く，鎮の企業が最も低い。業種別の相違はかなり大きい。

表45　地区別，業種別私有企業の資金利税率分布（％）

資金利税率（％） 10未満 10－20 20－50 50－100
100－

Q00
200

ﾈ上
合計

中央値
i％）

大　　都　　市 10．8 ll．8 32．8 20．0 15．4 9．2 100．0 45．1

中　　都　　市 18．7 22．0 28．3 16．7 7．7 6．7 100．0 29．9
地
　
区
　
別

小　　都　　市 14．5 20．4 39．1 14．9 7．6 3．5 100．0 31．6

鎮 19．5 33．3 28．2 9．2 8．2 1．5 100．0 19．2

農　　　　村 12．4 30．2 29．5 14．7 6．2 7．0 100．0 37．7

工　　　　　業 16．1 25．8 32．6 ユ4．0 7．1 4．4 ユ00．0 27．5

建　　築　　業 7．4 18．5 22．2 22．2 14．8 14．8 100．0 54．3

交通運輸業 ll．1 ／6．7 44．4 11．1 16．7 0．0 100．0 35．0

商　　　　　業 12」 2L4 33．0 17．5 11．2 4．9 100．0 35．0業
　
種
　
別

飲　　食　　業 15．6 9．1 29．9 16．9 18．2 10．4 100．0 45．6

サー　ビス業 14．3 23．2 33．9 16．1 7．1 5．4 100．0 3L1

修　　理　　業 17．2 6．9 48．3 10．3 3．4 13．8 100．0 36．1

科技コンサル
eィ　ング業

ユ9．0 ／9．0 31．0 、19．0 7．1 4．8 100．0 31．6

そ　　の　　他 28．6 22．9 1L4 17．1 14．3 5．7 100．0 19．3

　国有企業工業（1992年）の資金利税率は9，7％で，私有企業の三分の一にす

ぎない。資金利用率を計るもう一つの指標は流動資金回転数で，1992年の私有

工業企業のそれは5．53回，国有工業企業は1．65回，3，3倍の開きがある。私有

商業は7．11回，国有商業は2．ユ5回で，同様に3．3倍の開きがある。
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③一人あたり資金占用量

　私有企業の一人あたり資金占用量は1．61万元で，主要業種別では，工業が

1．26万元，建築業1．46万元，交通運輸業2．09万元，商業1．58万元，飲食業1．38

万元，サービス業1．65万元，修理業0．89万元，科学技術コンサルティング業

1．68万元，その他1，60万元である。同期（1992年）の国有企業の一人置たり資

金占有量は工業が2．43万元（流動資金を含まず），建築業0．67万元，道路運輸

業7．57万元（流動資金を含まず），商業7．02万元（上上合作社系統を含む）であっ

た。建築業を除いて私有企業の各業種の一人あたりの資金占有量はいずれもか

なり低い。このことは一面で私有企業の技術装備が依然としてかなり立ち遅れ

ていることを説明しており，他面で私有企業の効率は将来生産管理と経営方式

により多く左右されるだろうことを説明している。

④全員労働生産率と一人あたり利税率

表46　私有企業の1992年全員労働生産率の分布（％）

全員労働生産率（万元） 1未満 1－2 2－5 5一ユ0 10－20 20以上 合計

1人当り

ｽ均値
i万元）

工　　　　　業 23．7 24．4 32．2 ll．6 4．9 3．／ 100．0 4．00生
産
額 建　　築　　業 28．6 17．9 21．4 14．3 14．3 3．6 100．0 5．27

交通運輸業 33．3 4．8 42．9 14．3 0．0 4．8 100．0 4．01

商　　　　　業 6．7 12．4 26．7 21．0 14．3 19．0 100．0 9．61

飲　　食　　業 30．6 27．8 27．8 13．9 0．0 0．0 100．0 2．58

サービス業 37．0 31．5 13．0 11ユ 5．6 1．9 100．0 3．26営
業
額 修　　理　　業 35．3 23．5 38．2 2．9 0．0 0．0 100．0 2．09

科技コンサル
eィング業

20．8 6．3 27．1 25．0 10．4 10．4 100．0 723

そ　　の　　他 27．8 19．4 22．2 16．7 0．0 13．9 100．0 5．93

　国有企業（1992年）の一人当たり生産額は工業3．60万元，建築業2，05万元，

社会小売り商業3．25万元，飲食業の一人あたり小売り額1．23万元であり，これ

35 125



に比べると私有企業の一人あたり生産額はそれぞれ1．1倍，2。57倍，2．96倍，

2．10倍高い。

　ただし，再度指摘しなければならないが，私有企業の規模効果は不明瞭であ

り，資金であれ，人員規模の拡大であれ，一人あたり生産額を顕著に増加させ

ていない。第三次産業の企業では，人数の比較的少ない企業のほうが一人あた

り営業額がかえって多いという場合さえある。

　一人あたり利税額は効果を最も説明できる指標である。

　　　　　表47私有企業の1992年1人当り利税額の分布（％）

1人当り利税額
@（万元）

0．1

@未満
0．1－

@0．2
0．2－

@0．5

0．5－

@LO
1．0

@2．0
2．0

@以上
合計 平均値

i万元）
中央値
i万元）

工：　　　業 13．2 18．7 32．9 19．2 15．6 100．0 0．53

建　築　業 24．0 0．0 36．0 12．0 28．0 100．0 0．65

交通運輸業 0．O ll．1 22．2 33．3 33．3 100．0 0．84

商　　　　業 2．5 6．1 25．3 22．2 19．2 24．7 100．0 1．17 0．86業
種
別 飲　食　業 13．9 16．7 19．4 33．3 12．5 4．2 100．0 0．64

サービス業 8．0 18．0 32．0 22．0 8．G 12．o 100．0 0．73

修　理　業 18．5 7．4 40．7 22．2 ll．！ 0．0 100．0 0．50

科技コンサル

eィング業
5ユ 12．8 15．4 20．5 15．4 30．8 100．0 1．23 0．91

そ　の　他 21．2 3．0 24．2 21．2 12．1 182 100．0 0．90

大　都　市 3．7 9．9 24．6 20．4 4！．4 ！00．0 0．88

中　都　市 12．4 12．4 30．0 23．2 22ユ 100．0 0．63地
区
別 小　都　市 1ユ．5 15．8 27．0 22．3 23．4 100．0 0．64

鎮 15．2 18．5 33．2 17．4 15．8 ！00．0 0．52

農　　　　村 9．9 17．4 40．5 24．0 8．3 100．0 0．48

　都市と農村のあいだで利税額は顕著な統計的差異がないが，鎮と農村の私有

企業は雇用労働者が比較的多く，そのために一人あたり利税額は都市に比べ低

い。国有企業（ユ992年）の一入あたり利税額は工業で0．40万元，建築業O．99万

元，商業0．11万元で，効率はいずれも私有企業に及ばない。

　国有企業の効率がすべて低いとおおざっぱにいうことはできない。なぜなら，

国有企業は社会に代わって退職従業員の生活保証を分担しており，従業員が享
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受する福利待遇はよい，さらに一部の赤字性，社会公益性の生産経営任務を担当

しているからである。しかし，各種の効率指標でいずれも私有企業に比べてかな

り大きなギャップをかかえていることは，国有企業が経営管理体制を改革する切

迫性と，自らの資金，技術方面での優勢を発揮し，国有企業と私有企業とのあい

だの相互補助，相互利益の新たな局面をつくることの必要性を確かに反映している。

（4）税，費用，割当

①国家税収

　この統計における税収とは主に私有企業所得税と企業主の個人収入調節税を

指しており，その他の流通税（製品税，営業税，付加価値税），都市維持建設

税などの既にコストに入れているものは除外している。

　被調査企業の1992年の一企業あたり税負担の中央値は5万元で，生産額，営

業額の中央値の5．0％を占める。

表48　私有企業の1992年税負担分布

税負担（万元） 1未満 1－5 卜10 10－50 50以上 合計

企業数（％） 9．5 38．2 21．2 25．4 5．7 100．00

表49　業種別私有企業の生産額，営業額に占める税負担比率分布（％）

生産額，営業額に
閧ﾟる税負担率（％）

2未満 2－3 3－5 5－7 7－10 10以上 合計
中央値

i％）

工業 10．5 6．7 17．2 26．9 17．3 21．4 10Q．0 6．2

建築業 25．9 18．5 22．2 18．5 7．4 7．4 100．0 3．5

交通運輸業 10．5 lQ．5 5．3 36．8 15．8 21．1 100．O 6．3

商業 24．7 18．4 27．9 14．2 7．4 7．4 100．0 2．2

飲食業 12．7 7．3 23．6 2L8 lo．9 23．6 100．0 5．6

サービス業 6．8 ll．9 20．3 25．4 10．2 25．4 100．0 5．9

修理業 O．0 8．3 29．2 33．4 25．0 4．2 lOO．0 5．7

科技コンサルティング業 5．4 16．2 16．2 27．0 2．7 32．4 100．0 5．9

その他 12．5 12．5 20．8 29．2 16．7 8．3 100．0 5．3
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　私有企業の税負担は「中華人民共和国私営企業所得税暫定条例」と比べてあ

まりに低く，法定税率は比較的高いが実際の徴収額は低いともいえよう。調査

によれば，私有企業の1992年利税額の中央値は15万元であって，35％の税率に

基けば5．25万元の私有企業所得税を徴収すべきである。後の分析（三，3節）

からも分かることだが，企業主が企業経営から得る賃金性収入の中央値は2万

元で，「中華人民共和国個人収入調節税暫定条例」の規定に照らせば40％の比

率で個人収入調節税1．16万元を徴収すべきである。企業主が税引き後利潤のな

かから得た収入の中央値は7．2万元であり，その大部分は生産発展基金に使わ

れ，個人消費分に使われたのは2．3万元であり，「国務院の私営企業投資者個人

収入調節税徴収に関する規定」に照らせば，40％の比率で個人収入調節税0．92

万元を徴収すべきである。上述の三つの税額は合わせて7．33万元となるが，実

際に納めたのは5万元で，納税すべき額の68％である。

②各種費用徴収

　現在，各管理部門の私有企業に対する費用徴収の項目は煩雑で，基準は統一

されていない。被調査企業それぞれが1992年に各主管部門に支払った費用の中

位数は1．2万元で，生産額，営業額の中央値の1．2％を占める。

表50　私有企業の1992年費用上納額の分布

費用上納額（万元〉 1未満 1－5 5－10 10－50 50以上 合計

企業数（％） 32．3 54．9 8．0 4．0 0．9 100．0

　業種別の費用上納額が生産額，営業額に占める比率は次のとおり。すなわち，

工業1．3％，建築業0．9％，交通運輸業3．0％，商業ユ．ユ％，飲食業ユ．9％，サー

ビス業2．2％，修理業2．3％，科学技術コンサルティング業1．7％，その他1，0％。

③各種割当

　1992年の被調査企業に対する割当金額の中央値は0．8万元で，生産額，営業
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額の0．8％を占める。地域別，都市農村別，業種別の私有企業に対する割当の

比率はなんら統計的に有意な違いがない。

　以上の費用徴収，割当の状況からみて，負担が余りに重いとは言えない。こ

れは，現在個人経営企業と私営企業で普遍的にいわれる「税が軽く，費用が重

く，割当は底無し」という状況とは一定の距離があるようだ。初歩的に分析す

れば以下のような原因がある。第一に，私有企業は個人経営企業に比べ実力が

強く，影響が大きく，容易に不合理な費用徴収と割当の対象になるが，その抵

抗力も相応に強い。他方，個人経営企業はそれに対して自らの保護能力をほと

んど持っていない。一部の費用徴収と割当は「口座に応じて」支払っており，

私有企業の損失は大きくないが，個人経営企業はもはや我慢しがたい状況で，

そのため勝手な費用徴収と勝手な割当は耐えがたいとの声は個人経営企業のほ

うが私有企業よりも強烈である。第二に，一部の割当は，例えば地域社会での

社会福利を資金援助する形で求められており，私有企業主の反感は小さく，こ

れは自らの希望による寄付であって割当ではないと思っている。第三に，費用

徴収と割当の金額はあまり大きくはなく，回数が頻繁であるため全部は覚えて

おらず，調査時には遺漏がある。

（5）拡大再生産

　被調査企業の1992年における拡大再生産投入資金の中央値は8万元で，一般

には2種類の形式がある。ひとつは税引き後利潤の配当分配前に純利潤のなか

から取り出して生産発展基金に投入するもの。もう一つは先に配当を分配し，

純利潤を各投資者に分割して，次に投資者が生産発展基金を投入するもの。当

然にも二つの方法の実質は同じである。
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表51類型別，業種別私有企業の拡大再生産投入金額の分布（％）

拡大再生産投入（万元） 0－1 1－5 5－10 10－50 50以上 未回答 合計

単独資本企業 1．6 15．6 9．5 22．8 12．4 38．9 10Q．0類
型
別 共同経営企業 0．9 ll．1 9．3 27．6 9．3 41．8 100．0

有限責任会社 0．0 5．6 7．3 31．6 20．5 35．0 100．0

工　　　　業 1．0 13．6 9．3 27．4 16．2 32．5 100．0

建　築　業 24．2 6．5 8．1 16．1 21．0 24．2 100．0

交通運輸業 0．0 23．3 10．0 10．0 10．0 46．7 10Q．0

商　　　業 0．4 13．7 6．5 22．1 9．9 47．3 100．0業
　
種
　
別

飲　食　業 35．8 9．5 5．1 10．2 3．6 35．8 100．0

サービス業 2．8 ユ2．7 ユ5．5 23．9 7．0 38．0 100．0

ll多　理　業 2．4 13．2 4．9 22．0 2．4 56．1 100．0

科技コンサル

eィング業
1．8 3．6 12．5 25．0 23．2 33．9 100．0

そ　の　他 1．5 7．5 6．0 23．9 ユ7．9 43．3 ユ00．0

（6）各指標間の比例関係

　上述の各指標について具体的な説明をするために，各指標の代表的なデータを

用いて一つの「典型的」な私有企業を想定してみよう。この企業は開業5．8年，

従業員数32人，うち投資者1．87人，1992年の企業登録資金は31万元，実際使用資

金55万元（そのうち固定資産33万元，流動資金22万元），債務6．9万元である。

　　　　　生産額（または営業額）　　　　　　　　ユ00　（単位：万元）

マイナス利潤税金総額（生産額利税率で計算：）　18．9

控除　　税

　　　　費用

　　　　割当

　5

1．2

0．8

　　　　純利潤

マイナス拡大再生産投入

11．9

8．0

企業投資者収益（消費用または家庭　　3．9

　　　　　　　　財産に転化）
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3　私有企業内部の経営，管理メカニズム

（1）管理権

　私有企業内部では所有権と管理権が緊密に結びついている。所有者全員が経

営，管理に参加している企業は被調査企業の73．2％を占め，また多数の投資者

が管理に参加している企業は4．1％，投資者のなかの少数が管理（一般には有

限責任会社で発生）するのは15．0％，投資者が経営，管理に参加していないの

は2．0％にすぎない。たとえ投資者が比較的多い有限責任会社でも主要な投資

者または投資者の一部の者が管理しており，専門経営者を全権の管理者として

招請する現象は極めて少なく，近代的な株式会社とは異なる。

表52　類型別私有企業の高高結合状況

企業数（％） 全投資者が
o営参加

多数投資者が

o営参加
少数投資者が

o営参加
投資者は
o営不参加

単独資本企業 85 1．5 10．4 2．3

共同経営企業 68．3 7．3 22．0 2．3

有限責任会社 57．8 10．2 30．7 1．3

私有企業内部では性質の異なるさまざまな組織形式が存在している。

表53　私有企業の内部組織

組織名称
党　支　部 労働組合 従　業　員

纒¥大会 取締役会 経理辮公会

企業数（％） 4．0 8．0 11．8 26．0 45．9

　私有企業に党支部を設立しているのは稀な現象であり，労働組合組織を設け

ているのも少ない。取締役会は厳格な意味で株主によって選出されたものでは

なく，一般には投資者連席会議である。

　しかし，経営管理権が本当は誰の手に掌握されているかは，こうした組織が

存在しているかどうかによっては影響されず，重大な決定をしているのは依然
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として投資者であり，一般には最も主要な投資者，すなわち企業主本人である。

　　　　　　　　　　表54私有企業の決定者分類

決定　者 企業主本人 取締役会 企業主と
蝸v管理者

企業主と
ｻの他組織

企業数（％） 63．6 15．2 20．7 0．6

単独資本
驕@　業

76．9 4．8 17．8 0．4

類
型
別

共同経営
驕@　業

39．3 25．0 34．8 0．9

有限責任
?@　社

37．9 44．4 17．2 0．4

地
区
別

都市部 63．5 16．2 19．7 0．6

農　　村 62．7 7．8 28．8 0．7

　有限責任会社においてようやく，取締役会が決定する企業のほうが企業主個

人が決定するものよりも多い。共同経営企業では主要管理者が決定に参与する

機会が比較的多い。

　比較的具体的な管理問題，例えば賃金制度の制定と執行，奨励と懲罰の実施

などについては，決定権は相対的にやや分散しており，管理者の分担比率がよ

り大きい。

　　　　　　　　表55私有企業の管理二分属状況（％）

管　理　者 企業主本人 取締役会 企業主と
蝸v管理者

企業主と
ｻの他組織

単独資本
驕@　業

69．3 5．1 25．3 0．3

類
型
別

共同経営
驕@　業

30．9 22．9 45．7 0．4

有限責任
?@　社

28．4 37．6 34．1 0．0

都市部 55．0 14．9 29．8 0．2地
区
別 農　　村 56．2 3．9 39．8 0．7
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　決定権と管理権は投資者に高度に集中されており，とりわけ企業主本人の手

に集中されている。党支部，労働組合，従業員代表大会などの組織は基本的に

無権状況にあり，こうした状況は国有企業とはまったく異なっており，私有企

業の特徴である。

　私有企業の内部管理のもう一つの重要な特徴は，家族制管理が広範に存在し

ていることである。すなわち，管理者と雇用労働者は企業主とのあいだに親族

関係があり，企業管理において血縁関係を利用している。親友の紹介により工

場に入るのは一定程度，血縁関係の拡大であり，相対的に閉鎖的な農村では近

隣などの地縁関係も往々にして血縁関係と結びついている。

表56　管理者の私有企業への参入ルート（％）

企業主または投資者との関係

参入ルート
父系親族 姻　　　族

企　業　主
e友の紹介 社会招聰 そ　の　他 合　　　計

管理者（％） 19．2 10．2 15．7 46．6 8．3 100．0

表57　労働者の私有企業への参入ルート（％）

参入ルート 企業主の
e　　　戚

企業主の
ﾗ人，友人

企　業　主
e友の紹介

官員，關係
驪ﾆの紹介 社会招聰 そ　の　他

最も主要 26．4 9．5 12．4 2．1 48．5 1．1

次に主要 16．5 30．8 29．9 8．4 14．3 1．1

第三に主要 ユ6．4 17．6 25．7 13．5 233 3．5

　農村の私有企業では労働者の36％が企業主と親戚関係にあり，14．4％が企業

主の近隣者か友人である。都市部でもこの2種の関係を持つ者は三分の一を占

めている。都市であれ，農村であれ，中国の伝統社会の家族観念は依然として

さまざまな程度に作用を及ぼしている。企業内部の人間関係も家族内部の上下

関係を模倣しており，血縁地縁関係を企業内部の凝集力として利用している。

ただし，企業は結局家族ではなく，工商業経営は耕作労働と異なり，外見上商

業競争で充ちている現代出会も伝統社会とまったく異なっている。従って，企

業の人材に対する需要および工業化生産に不可欠な技術分業のために，社会的
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な招請などの方式が結局，私有企業の最も主要な進入ルートになるにちがいない。

（2）労使関係

　私有企業内部の労使関係は主要には以下の点によって決まる。すなわち，第

一に労働者の賃金待遇，労働保険福利および労働条件，第二に決定，管理の権

力の分担，第三に雇用労働者の人格に対する尊重。現在特に重要なのは第一の

点である。

　一般に私有企業労働者の賃金は同業の国有企業の従業員と同水準か相接近し

ている。一般に私有企業は8時間労働制を実施しているが，生産周期や経営の

必要に応じて超過勤務が比較的多い。私有企業労働者の労働強度は比較的大き

く，労働保護条件は国有企業に及ばない。労働保険福利の方面でも差が大きい。

表58　私有企業の労働保護福利の実施状況

実施企業（％） 医療保険 養老保険 住　　　宅

都市部企業 56．9 24．7 30．4

農村企業 62．8 27．6 19．9

　表58から，各種の労働保険福利を提供している企業の比率は高くないこと，

かつ提供している内容は国有企業と比べて差が大きいことが分かる。例えば，

医療補助は毎月一定額の範囲で大きな病気に補助する方法を一般に採用してい

る。私有企業の従業員は一般に年齢が若いので年長の従業員が退職し養老年金

を受け取るという問題はまだほとんど現れていない。私有企業は一般に従業員

本人に対して集合住宅（従業員の家が外地にある場合）を提供するにすぎず，

ごく少数の大規模の企業が主要な管理者，技術者に対して家族宿舎を提供して

いるにすぎない。

　現在，私有企業における労使関係まだ比較的正常である。もし緊張関係が生

じた場合，一般の解決方法は経営者が労働者を解雇するか，労働者が自ら辞職

するかである。極端な行動をとる事例がかつて発生したが，普遍的ではない。
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従って，離職する労働者人数の多少はひとつの側面から労使のあいだの関係を

映し出すことができる。

　　　　　　　　表59　私有企業開業以来の労働者離職状況

離職した労働者数 1－4 5－9 10－19 20－49 50－99 100以上 合計

企業数（％） 23．6 16．7 19．4 22．1 10．6 7．6 100．0

　一企業あたりの離職労働者の中央値は11人，毎年約2人であり，雇用労働者

数の約15分の1から10分の1を占める。この中には一部の企業が季節的または

周期的な生産のゆえに解雇した労働者が含まれているが，この点もこうした労

働者の仕事が保障されていないことを別の面から説明している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（川井伸一　訳）

（続き）

　4　私有企業の外部関係

　　（1）私有企業と国有・集団所有制企業との関係

　　（2）私有企業と現地政府，管理部門との関係

　　（3）私有企業と現地コミュニティーとの関係

　5　私有企業経営における困難

　6　いくつかの結論

三　私有企業主の財産，日常生活，自己評価および組織状況

1
9
自
9
Q
4
「
Q
ρ
0
7

婚姻と家庭人口

私有企業主の財産規模

私有企業主の個人収入と日常的支出

宗教信仰

自分の社会的地位についての私有企業主の評価

組織状況

結論
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四　引き続いて深く入って私有企業と企業主に関する調査研究活動を展開しよう

　　1　私有企業の数量

　　2　私有企業の規模

　　3　大型私有企業の発展メカニズム

136 46


